
ダム事業におけるリスク対策費
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リスク対策費計上の背景

2

• ダム事業は、他事業と異なる以下の特徴から、実施計画調査着手から建設完了までの事業期間が長くなりや
すく、社会的要因に伴う事業費の変動が生じやすい。
▶ 他事業は整備段階着手時点で事業費を公表する一方、ダム事業は、その前の実施計画調査着手時点で
事業費を公表

▶ 建設段階では、水没関係者の生活再建のための住民との合意形成・輻輳する利害調整等や多種多様の
工事工程が関連性を持って積み重なり、長期の工期となる

• 全体の事業期間が長い上に、ダム本体と付替道路等の多種多様な工事の工程が相互に複雑に関連し、一部
の工程の遅延が全体工程の延伸に直結し工期延伸となるリスクが高いという特徴がある。これに伴い、追加
費用が生じる。

• これらのダム事業の特徴を踏まえ、事業費増のリスクへの対応のため、新たに「リスク対策費」を計上するこ
ととした。

ダム事業の場合

他事業の場合
※河川（個別採択事業）

※R5年度実施中の直轄ダム事業における事業期間
実施計画調査期間：平均約10年、建設期間：平均約30年



事業評価上の取り扱い
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ダム事業

事業名

                     ※　（　　）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。

評価年度

 ※　評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 0

ダム費 式 1 0

転流工 式

掘削 千m
3

基礎処理 m

堤体工 千m3

閉塞工 式

仮設備 式

放流設備 式

環境整備 式

　・
　・
　・

その他 式

管理設備費 式 1 0

通信広報設備 式

放流制御設備 式

電力設備 式

　・
　・
　・

その他 式

仮設備費 式 1 0

工事用道路 式

　・
　・
　・

その他 式

工事用動力費 式 1

用地費及補償費 式 1 0

用地費及補償費 式 1

補償工事費 式 1 0

付替道路 m

　・
　・
　・

その他 式

間接経費 式 1 リスク対策費を含む

工事諸費 式 1

事業費　計 式 1 0

維持管理費 式 1

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

BD様式－６（１）

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

事業費の内訳書

　事業 （全体事業費）

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。

再評価

• 間接経費の一部として一括最終年度に積み上げて算出。
• ダム事業特有の将来の変動の要因への対応として、総事業費の内数として、「リスク対策
費」 （試行的に残事業費の10%）を見込むこととしている。「リスク対策費」を計上したとしても全
ての将来の変動要因には対応できず、残余リスクは発生するため、「リスク対策費」を含む
総事業費の外で±１０％事業費の感度分析は実施（参考：公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針
（共通編））。

●「リスク対策費は」将来の変動要因に
対応する場合に使用することになり、
いつ時点で発生するか分からないた
め、リスク対策費分は最終年度に積
み上げて算出する。

●間接経費の一部として、
「リスク対策費」を計上


